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１．はじめに

この研究の目的は，信州大学の外部資金を使

った研究活動の収益率を求め，その経済効果を

評価することである。伝統的には，大学のよう

に公的資金を投入して行われる研究の成果は，

論文や学会発表の形で公表され，オープン・ド

メインの技術知識として利用されるべきである

という考え方が支配的であった。これに対して，

大学のそうした研究成果であっても産業で利用

価値があるものは，むしろ積極的に特許を取得

して利用する方がより効果的な産業に対する技

術移転の役割を果たすことができるという「逆

転の発想」が米国に生まれ（the 1980 Bayth-

Dole Act），わが国もその先例に倣い，大学と

産業部門が結び付いた研究活動の成果が期待さ

れるようになってきている。こうした機運を受

けて，大学の研究資金として大学外から受託研

究や共同研究を受入れ，また大学の研究成果の

なかで産業上の価値があるものは特許化される

ようになっている。

しかし，こうした大学の活動については，科

学研究補助金を含む外部資金研究費の受入れ金

額の比 や，特許の出願件数や登録件数，さら

に特許からのロイヤルティー収入額など規模の

ランキングを比 することの他には，その効果

を評価するための分析があまり行われてこなか

ったのが現状である。その原因の一つには，企

業の研究開発活動のように自社のパフォーマン

スと直接結びつけて分析可能な分野と違って，

大学と研究活動と社会の経済活動との結びつき

は直接的な繫がりが無く，このため分析可能な

データにも制約があることがある。

そこで本研究では，大学の受託研究，共同研

究の契約情報には，その研究分野の判断できる

契約内容に加えて，契約相手先企業・組織名が

含まれていることに着目し，この情報を利用し

て，研究分野別に整理した外部資金研究費額を

対応する産業分類別に変換した。その一方で，

産業別の研究開発ストックを作成しこれを産業

別の JIPデータと合わせて，産業別の研究開

発収益率を求めた 。このようにして求めた外

部資金研究費額の産業別配分とそれに対応する

産業別の研究開発収益率を使って，一定の仮定

をおけば信州大学の外部資金研究費の平均収益

率を求めることができる。

後で述べるように，産業別の研究開発収益率

には大きなばらつきがあるので，外部資金研究

費額の産業別配分が変われば，大学全体の外部

資金研究費の平均収益率は大きく異なるものと

なる。とは言え，産業ベースの研究開発収益率

をそのまま大学での研究開発の収益率の基礎と

するのは異論が出るかもしれない。しかし，少

なくとも企業との受託研究，共同研究などは，

契約の一方の当事者に営利企業がいることから，
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この論文は，「信州大学の研究費及び技術移転の経

済効果に関する調査研究」（2012年）の第１部とし

て部内限で発表したものに改訂を加えたものである。

本論文の改訂にあたっては，学習院大学の宮川努教

授に有益なご教示をいただいた。ただし，なお残る

不完全さやありうる誤りについては全て著者の責任

である。

日本産業生産性（JIP）データベースは，産業部門

別の全要素生産性（TFP）を計測するために必要

な要素投入と産出をできるだけ国際比 可能な一貫

した方法で推計したもので，経済産業研究所

（RIETI）と一橋大学経済研究所の共同プロジェ

クトとして毎年RIETIのウェブページ上で更新さ

れている。本論文の著者もこのプロジェクトに参加

している。JIPデータベースの推計方法については

深尾京司・宮川努編（2008）を参照されたい。



企業側の何らかの収益判断が働いているものと

考えるべきであろう。ただし，大学での研究の

資金源は，営利企業との受託研究，共同研究だ

けでなく，政府や非営利部門の各組織からの受

託研究や科学研究費補助金があり，これらが一

体として研究が取り組まれている。大学と受託

研究，共同研究契約を結ぶ企業側からすれば，

その契約内容と関連する分野への公的研究費の

投入は一種の研究開発補助金として認識されて

いるとも考えられる。本論文では，こうした点

を考慮したうえで，次のように信州大学の外部

資金研究費の収益率計算を行っている。

平成17（2005）年度から平成21（2009）年度

までの５年間に信州大学と結ばれた，市場経済

部門の企業との受託研究，共同研究は15億７千

万円である。これに対して，政府や非営利部門

の各組織からの受託研究は55億５千万円，さら

に産業に対応ずることができる研究分野の科学

研究費補助金を加えるとさらに26億円増えて81

億５千万円となる。したがって，大学で実施す

る研究費の６分の１（＝15億７千万円÷97億２

千万円）が企業側の負担と認識されているもの

とすれば，こうした大学との共同研究，受託研

究と企業内の研究開発投資との裁定関係から，

公的資金も含めた大学の研究開発収益率の推定

値は，産業別の研究開発収益率をベースに求め

たものの６分の１として求めるべきであろう。

信州大学が受け入れた科学研究費補助金，受

託研究費，共同研究費のうち，市場経済部門の

産業に対応がつくものの約７割が製造業に対応

するものである。ことに加えて産業別研究開発

収益率計算のデータ上の制約もあり，収益率計

算の対象を製造業に対応する研究費に絞って，

産業ベースの収益率をそのまま当てはめて計算

すると，契約金額ベースの変換マトリックスで

変換したデータでは収益率53.86パーセント，

契約件数ベースの変換マトリックスで変換した

データでは収益率34.94パーセントとなった。

先に述べたような考察から，これを６分の１し

て信州大学の研究開発収益率を求めると，契約

金額ベースの変換マトリックスでは約９パーセ

ント，契約件数ベースの変換マトリックスでは

約６パーセントとなる。６パーセントから９パ

ーセントの収益率は，公的部門の投資収益率と

しては十分合格水準の値であろう 。

また，民間企業の立場からは，公的部門から

の大学に投入される資金は一種の補助金とみな

すことができ，そのうえで得られる35パーセン

トから50パーセント超の収益率は，日本経済全

体での製造業への研究開発資金配分から求まる

研究開発収益率（44パーセント）と遜色なく，

研究開発ストックの陳腐化率として想定した10

パーセントと資金調達コストの合計を十分に上

回るものであり，日本経済の製造業の国際競争

力向上に一定の寄与をしていると評価すること

ができよう 。

続く第２節では，信州大学の外部資金研究費

を，研究分野別分類から産業別分類に変換する

方法について説明する。第３節では，産業別の

研究開発ストックのデータ作成とそれを使った

産業別の研究開発収益率の推定について述べる。

第４節では，これらの数字を組み合わせて計算

した，信州大学の外部資金を使った研究活動の

収益率について報告し，その推計結果の経済的

意味を評価する。最後の節では，以上の結果か

ら導かれる含意について触れながら，本研究の

過程で行って企業へのヒアリングなどを踏まえ

て，大学の産学連携活動による成果を高めるた

信州大学実施研究費の収益率

算したもの。元橋（2009）は「科学技術研究調査」

（総務省）から作成した企業パネルデータから研究

開発ストックの収益率を求めており，バブル崩壊後

の期間で34.3パーセントから37.4パーセントの推定

値を報告している。また，本論文では研究開発スト

ックの陳腐化率を10パーセントと想定しているが，

元橋（2009）の研究では15パーセントとしている。

大学等への投資の収益率は，公的部門の投資収益率

の観点からは，道路や橋などの公共投資の費用便益

計算の際に設定される社会的割引率と比 すること

ができる。平成20年発行の国土交通省「費用便益分

析マニュアル」では，４パーセントの社会的割引率

が使われている。

日本経済全体での製造業の研究開発収益率44パーセ

ントは，本論文で用いた産業別データから筆者が計
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めの留意点について簡単に論じる。

２．信州大学実施研究費の対象産業

表１は，平成17（2005）年 度 か ら 平 成

21（2009）年度までの５年間に信州大学が受け

入れた外部資金研究費を研究分野別に整理した

ものである。ここで言う外部資金研究費には科

学研究費補助金（５年間で1639件），企業や政

府からの受託研究，共同研究（５年間で2118

件）が含まれ，これらを合わせると年間20億円

前後で推移し，５年間の合計では約107億円と

なっている。表の左端に示されている４桁の番

号は，科学研究費補助金の研究分野の細分類番

号である。科学研究費補助金の申請にはこの細

分類番号をつけて行うので，採択されたものに

もこの番号が付されている。それ以外の受託研

究や共同研究による研究資金の受け入れには，

こうした番号は付されてないが，研究テーマの

キーワードなどの情報から同じ細目番号をふっ

て分類したものである。表１の網掛けは，５年

間合計の外部資金研究費トップテンの分野であ

る。１位から順に，マイクロ・ナノデバイス，

ナイ材料・ナノバイオサイエンス，ナノ構造科

学，機能材料・デバイス，応用微生物学，環境

技術・環境材料，食品科学，高分子・繊維材料，

医用システム，医用生体工学・生体材料学とな

っている。

このように大学で実施する研究活動は，学問

分野・研究分野によって整理することは容易で

あるが，これを本研究の焦点である収益率とい

う経済活動上の概念に結び付けるためには，ま

ずこれを産業分類という経済活動上の分類に整

理し直す必要がある 。そのための情報として，

受託研究，共同研究のデータには，研究分野の

情報に加えて，契約相手先企業・組織が分かる

ことから，契約相手先の事業内容を個々に確認

しながら，契約１件ごとに契約相手先の産業分

類を付けていった。こうした受託研究，共同研

究が５年間で2118件あり，それぞれに研究分野

の科学研究費補助金細目番号と契約相手先産業

分類番号（JIPデータベースの JIP部門番号）

付けたうえで，行番号に産業分類番号を，列番

号に研究分野細目番号を付けたマトリックスを

作成することができる。マトリックスの各要素

は各産業分類番号と各研究分野細目番号に対応

し，そこに契約金額を入れたマトリックスM1

と，契約件数を入れたマトリックスM2を作る

ことができる。附表１にはM1が，附表２には

M2が掲載されている 。

いま，マトリックスM1またはM2の何れかを，

便宜的にMと呼び，その i行 j列要素をm と

書くことにして，これを各列の研究分野ごとに

合計したものをΣm ＝M と書くことにすると，

マトリックスの各要素を対応する列のM で割

ることによって，研究分野別データを産業別デ

ータに変換する変換マトリックスTを得ること

ができる。すなわち，

⑴ T＝
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上の変換マトリックスの各行は，その分野の研
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もう一つの方法としては，大学で実施した受託研究，

共同研究の個々のミクロデータを，それぞれの契約

先企業・組織のパフォーマンスの情報（企業であれ

ば財務データ）とマッチングして分析を行うものが

考えられる。信州大学の受託研究，共同研究契約先

には，財務データの入手が困難な中小企業や，法人

企業以外の組織も含まれること，さらに大学側のデ

ータとして整理できるのも５年間という短い期間に

留まることから，ミクロデータでの分析は困難であ

る。このため，本研究では，大学の外部資金研究費

データを産業ベースのデータに再集計し，これに産

業ごとの研究開発収益率を当てはめて，大学の外部

資金研究費全体の収益率を計算する方法を考えた。

本研究で行った大学の研究分野（科研費細目番号）

と産業を対応させるデータ構築と類似する研究とし

て，特許データから特許の技術分類と産業を対応さ

せるデータ構築がある。後者のデータ構築とそれを

使った分析については内外で研究が行われているが，

特許の技術分類と大学の研究分野の分類は異なり，

信州大学という一大学に限ってのものではあるが，

大学の研究分野に着目した本論文のような研究は寡

聞にして知らない。

― ―3



究活動がどの産業に対応するものであるかを示

しており，対応する産業がない場合にはその列

の全ての要素がゼロに，対応する産業が１つに

限定されるような場合にはその列で対応する産

業の行の要素のみに１が入り他はゼロに，１つ

の研究分野が複数の産業に対応する場合にはそ

の列の各要素にそのウェイトが入ることになる。

また，変換マトリックスは横長に示しているが，

これは縦方向の産業分類数（ n）が108分類な

のに対して，横方向の研究分野分類数（k）は

266分類であることを反映させている。

各研究分野別の外部資金研究費を縦に並べた

列ベクトル（k行１列）をAとして，これをT

行列の右側から掛けると，産業別に対応させた

研究費の列ベクトル（ n行１列）Bが得られる。

すなわち，

⑵ B＝TA

このようにして計算した，平成17（2005）年か

ら平成21（2009）年度まで各年の信州大学外部

資金研究費の産業別対応が，表２に示されてい

る。変換マトリックスをどちらにするかによっ

て数字が少し異なるが，５年間の信州大学の外

部資金研究費のうち産業に対応付けできるもの

は約97億から98億円で，同じ５年間の外部資金

研究費の総額の約107億円のほとんどは産業と

対応付けられる研究分野となっている（両者の

差額の約10億円が，産業と対応付けられない研

究分野である）。

ただし，変換マトリックスの元となった受託

研究，共同研究契約には，政府や非営利部門の

各組織からの受託研究を含み，また我々の産業

分類108部門にも政府部門，非営利部門がある

ので，市場経済部門の企業に対象を絞ると，上

の数字はもっと小さくなる。市場経済部門に対

応付けられる金額は，金額ベースの変換マトリ

ックスでは５年間で約27億円，件数ベースの変

換マトリックスでは５年間で約54億円となる。

どちらの変換マトリックスを使うかによって数

字が大きく違うのは，政府や非営利部門の各組

織からの受託研究は１件当たりの金額が大きい

ため，金額ベースの変換マトリックスでは大き

なウェイトに，件数ベースの変換マトリックス

では小さなウェイトに扱われるからである。た

だし，どちらをとっても，市場経済部門に対応

付けられる外部資金研究費のうち約７割から７

割強が製造業となっている。製造業のなかでも

上位分野には，無機化学基礎製品，化学最終製

品，医薬品，電子機器同付属品，電子応用装

置・電気計測器，自動車部品・同付属品などが

挙げられる。

本研究では，このように各産業に対応させた

信州大学の外部資金研究費をベースにして，そ

の平均収益率を求めることにする。信州大学の

研究活動に要する経費には，ここで扱う外部資

金研究費だけでなく，運営交付金から充てられ

る資金や常勤教職員の人件費などがあるが，後

者はそのうちのどれほどが研究活動と教育活動

のそれぞれに充てられるのか明確に分離するこ

とが困難なので対象から外した 。

３．産業別研究開発収益率の計測

前節で説明したように信州大学の分野別研究

費を，受託研究，共同研究の実績情報を用いて

産業別（JIP産業分類の108部門）に再集計す

ることができた。そこで，産業別の研究開発収

益率が得られれば，これを適用して信州大学実

施研究費の収益率を求めることができる。しか

し，研究開発収益率の推計については標準的な

方法が確立しているものの，データ上の制約も

あり，詳細な産業別の研究開発収益率は，利用

できる先行研究がない 。そこで，この節では，

簡単に推計方法を確認した後，推計に必要な産

業別の研究開発ストックのデータ作成，そして

また，ここでの分析の焦点を，研究活動の収益率に

当て，その絶対額にしないのもこのためである。

日本の研究開発ストックの収益率（限界生産性）に

ついての研究は，先に言及した元橋（2009）の他に，

後藤・本城・鈴木・滝野（1986），Odagiri  and
 

Iwata（1986），Goto and Suzuki（1989），Kwon
 

and Inui（2003）などがある。
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推計結果について順に説明する。

産業別研究開発収益率の推計は，次のような

生産関数を前提にして行う。ここでは表記の簡

単化のために，産業を識別するインデックスは

省略している。各産業では，労働（L），資本

（K），原材料や部品からなる中間投入（M）

を投入して，産出（Q）を生み出す。いま一つ

の投入であるアイディアは，研究開発ストック

（R）で表されている。

（３―１） ＝

ジョーンズ（2011）に詳しく解説されているよ

うに，モノの投入・産出の関係には単一要素投

入の増加に対しては限界生産力逓減が，また全

要素投入の同時増加に対しては「単純な複製の

論理」から規模に関する収穫一定（一次同時）

となるのに対して，アイディアの投入について

は非競合性がありモノの投入とは区別される。

ここでの生産関数が，モノの投入である労働，

資本，中間投入に関して一次同時の性質を充た

す一方，アイディアの投入を表す研究開発スト

ックに関してはそのような制約が課されてない

のはこのためである 。

上の式の変数のうち，産出量（Q），労働投

入（L），資本投入（K），中間投入（M）につ

いては JIP2010データベースから得られるのに

対して，研究開発ストック（R）については対

応するデータを独自に作成する必要がある。次

にその方法を説明しよう。研究開発ストックは，

研究開発支出のフローデータから作成する。研

究開発支出のデータは，総務省「科学技術研究

調査」から社内使用研究費（費用額）を使った。

問題は，このデータが JIP分類（108分類，製

造業は52分類）ほど詳細な産業分類に対応して

ないことで，1970年には製造業を中心に30分類

に過ぎず，その後少しずつ分類が増え，非製造

業部門の調査対象も幾らか増えて2000年代には

約40分類になっている。そこで，「科学技術研

究調査」のデータが複数の JIP分類に対応し

ている場合には，各年の JIPデータの名目産

出額で按分してデータを作成した 。こうして

作成した名目額の研究開発支出フローを実質化

するには，やはり JIPデータから，民間研究

機関の１人当たり労働コストを各年について計

算し，これをデフレーターにして使った 。こ

のようにして作成した実質研究開発支出のデー

タ（1970―2006年）が，表３に示されている。

研究開発支出のフロー（ ）からストック

（ ）を作成するには，恒久棚卸法による次

の式を使った。

（３―２） ＝ ＋ 1－δ

ここで，右辺のθは，研究開発費の支出が行わ

れてからその成果が知識フローとして結実する

までの期間を表しており，先行研究を参考に３

年とした。また，右辺のδは，研究開発ストッ

クの陳腐化率を表しており，やはり先行研究を

参考に10パーセントとした 。また，恒久棚卸

法を使ってストックを作成するには，初期時点

のストックを推計する必要があるが，これは，

1973年を研究開発ストック作成の初期時点とし

て，次の式を使って求めた。

（３―３） ＝
1＋
＋δ

左辺の初期時点ストックが1973年であるのに対

して右辺の研究開発支出が1970年となっている

ジョーンズ（2011）「マクロ経済学 長期成長編」

第６章は学部レベルの教科書であるが，知識ストッ

クが経済成長に果たす役割について分かりやすい説

明をしている。

これは，企業経営者が自社の研究開発支出の意欲を

表現するとき「売上高の何パーセントの研究開発

費」といった表現をするので，JIPデータで売上高

に近い概念である産出額を使った。ただ，部品産業

と完成品産業に按分する場合に，このやり方では投

入の二重計算から完成品産業に大きめに按分されて

しまった可能性がある。代替案としては，付加価値

を使って按分する方法が考えられる。

「科学技術研究調査」によれば，社内使用研究費

（費用額）に占める人件費の割合は，全産業・2010

年調査でみて約４割である。設備費（有形固定資産

減価償却費）が１割弱，残りを原材料費，リース料，

その他の経費が占める。

後藤・本城・鈴木・滝野沢（1986）を参照。
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のは，３年の研究開発ラグのためである。この

式は，1970年以前の研究開発支出が一定の伸び

率 gで変化してきたと仮定して求めたものであ

る。一定の gの値には，1970年から1973年の３

年間の平均伸び率（年率）を各産業について計

算して使った。ただし，農林水産業の各部門と，

製穀・製粉については1970年から1975年までの

５年間の平均伸び率（年率）を使っている。初

期時点のストックの推計方法はかなり大胆なも

のだが，想定されるストックの陳腐化率が10パ

ーセントとかなり大きなものであることから，

初期時点ストック推計による誤差はその後の短

い期間で訂正されると考えることができる。こ

のようにして作成した実質研究開発ストック

（1973―2006年）が，表４に示されている。

以上説明してきた産業別のデータを使って，

（３―１）式の両辺の対数をとって整理した次

の式を推定する。

（３―４） log ＝ .＋αlog

＋βlog ＋γlog

研究開発ストックが推計できた各産業について，

推定期間を1973年から2006年として，上の式を

最小二条法で推定した結果が表５に掲載されて

いる。中間投入に掛かるβの値はほとんどがプ

ラスに推定されているものの，資本ストックに

掛かるαには幾つかマイナスの推定値となり，

必ずしも満足な推定結果とは言えない。その原

因の一つとして，説明変数のなかの中間投入の

内生性が疑われるが，説明変数の内生性を考慮

にいれたより洗練された推定方法を適用するに

は今後の課題として，ここではこの推定結果を

使う。

推定式で研究開発ストックに掛かる係数γは，

両辺の変数が対数変換されていることから，研

究開発ストックに対する産出額の弾力性を表し，

次のように書ける。

（３―５） γ＝
log
log

＝ ×

したがって，研究開発ストックの収益率は，次

のように求めることができる。

（３―６） ＝γ×

表５の右端には，これを計算して求めている。

ただし，（３―６）式の右辺の実質産出額と実

質研究開発ストックには1973年から2006年まで

の平均値を求めて代入している。したがって，

研究開発収益率はこの期間の平均値である。

４．信州大学実施研究費の収益率

前節で求めた各産業の研究開発収益率をρと

書くことにすると（この節では，時間 tのサブ

スクリプトを省略し，産業 iをサブスクリプト

iで明示する），各産業向けの研究開発ストッ

ク増分Δ が与えられれば，その年間収益総

額を次のように計算することができる。

（４―１） ∑ρ×Δ

こ こ で，（３ ― ２）式 か ら，ΔR ＝E

－δR であるが，この式の右辺第２項の研究

開発ストックの陳腐化による減耗分を無視する

と，（４―１）式の研究開発ストック増分は研

究開発支出で置き換えて，年間収益総額を近似

計算することができる。また，それを研究開発

支出の総額で割れば，様々な分野に対する研究

開発支出総額の平均収益率を求めることができ

る。すなわち，

（４―２） Ｒ＆Ｄ支出の平均収益率＝

Σp×E
ΣE

第２節で説明したように，我々は信州大学の

各分野の外部資金研究費に変換マトリックスを

適用して，産業部門ごとに対応させた金額を求

めているので，これに（４―２）式を適用して，

産業別の研究開発収益率には第３節で求めた値

を使うと，大学全体の外部資金研究費の平均収

益率を計算することができる。第２節でみたよ

うに，信州大学の学部資金研究費のうち市場経

済部門の産業に対応がつくものは，その約７割

が製造業であるので，ここでは製造業に対応す

る外部資金研究費に限って平均収益率を求め
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た 。

その計算結果が，表６に示されている。大学

の学部資金研究費の産業部門への対応は，デー

タの変換マトリックスに受託研究・共同研究の

契約金額ベースのマトリックスを使うか，ある

いは契約件数ベースのマトリックスを使うかに

よって違いが生じるので，それぞれに対応する

２種類の計算を行っている。また，研究開発支

出額は，信州大学のデータを集計できた2005年

度から2009年度の５年分の合計金額を使ってい

る 。契約金額ベースの変換マトリックスを使

って産業部門に対応させた研究開発支出額では，

年率の平均収益率は53.86パーセントとなった。

一方，契約件数ベースの変換マトリックスを使

った場合には，年率の平均収益率は34.94パー

セントとやや低いものになった。このように金

額ベースの変換マトリックスを使った方がより

収益率が大きくなるのは，信州大学の受託研

究・共同研究の契約が，契約件数ベースでは研

究成果の期待収益率の高低に拘わらず幅広く結

ばれているのに対して，１件当たりの契約金額

が大きいものは期待収益率の高い分野で結ばれ

ていることを示しており，受託研究・共同研究

の契約がある程度は経済合理性を反映して結ば

れていることの証左と言えよう。

第１節でも述べたように，社会的観点から，

信州大学の研究開発収益率を言うには異論がで

るかもしれない。なぜならば，民間企業と大学

との受託研究，共同研究契約１億円分に対して，

約５億円の公的研究資金が大学に投入されてい

るからである。このことを加味して，上に求め

た収益率に６分の１を掛けると，金額ベースの

変換マトリックスで約９パーセント，契約件数

ベースの変換マトリックスでは約６パーセント

の収益率となる。これは，様々な公的投資の収

益性判断基準と比 しても決して見劣りする値

ではなく，十分合格水準にあると言えよう 。

一方，信州大学と受託研究，共同研究契約を

結ぶ企業の立場に立つとどうだろうか。この場

合には，大学への公的研究資金の投入を考慮し

て６分の１を掛ける前の，53.86パーセントま

たは34.94パーセントの収益率が問題になる。

表６の右端には，比 のために，日本経済全体

での製造業の研究開発支出配分に同じ方法を当

てはめて平均収益率を計算している。日本経済

全体の産業別研究開発支出は，第２節で研究開

発ストックを作成する過程で求めたもので（表

３），その2005年と2006年の２年分の合計金額

を使っている。その結果は，44.48パーセント

である。日本経済全体の産業別研究開発支出額

はその大部分が民間企業の意思決定で実施され

ていることから，より期待収益率の高い分野を

求めて資源の投入がなされていると考えられる

が，金額ベースの変換マトリックスに基づく計

算では，これを上回る研究開発資金の配分がな

されていると言える。

次に資金コストとの比 で，信州大学の研究

開発収益率の大きさはどのように評価してみよ

う 。いま信州大学と民間企業との間で１億円

の受託研究契約が結ばれたとすると，この１億

円の資金コストを機会費用で考える必要がある。

すなわち，この１億円を借り入れで調達してい

る場合にはその借入金利が，そうでない場合に

もこの１億円を信州大学への委託研究費に回さ

ずに金融市場で運用したら得られる収益率が，

資金コストとなる。いまそれを利子率と呼んで

rで表すことにしよう。次に，信州大学でこの

１億円を使った研究を行い知識ストック（研究

開発ストック）の増加に寄与してそこから収益

が生み出されるようになった後では，その知識

ストックは陳腐化して年々経済価値が低下して

いく。その１年当たりの陳腐化率は，既にδと

非製造業の分野では，情報サービス業の他に，その

他事業所サービス，卸売業などに主要な対応がつけ

られる。これらの部門のうち情報サービス業を除く

と，データの不足から研究開発収益率が求められて

いないので，計算対象から除外した。

第３節の推定では，研究開発支出と研究開発ストッ

クは実質値を使っているが，2006年価格で実質化し

ているので，この節の計算ではそのまま名目金額で

計算している。

脚注３を参照。

この議論は，ジョーンズ（2011）『マクロ経済学

短期変動編』第９章を参照。
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いう記号で登場している。この２つの合計，す

なわち r＋δが研究開発資金を使うに当たって

の１年当たりのコストである。研究開発ストッ

クの陳腐化率は，第２節で10パーセントの数字

を使った。いま利子率を２パーセントとすると，

r＋δは12パーセントである。53.86パーセン

トまたは34.94パーセントの研究開発収益率は，

そのためのコストを上回って純利益を生み出す

数字である。研究開発の成果は不確実でリスク

を伴うことを考慮して，もう少し高い資金コス

ト（ r）を考えても，まだまだ研究開発収益率

の方が上回ると言えよう。

５．おわりに

以上みてきたように，大学の産学連携による

研究活動の効果は，決して過小評価すべきもの

ではない。平均すれば，信州大学と委託研究契

約を結ぶ企業にとっては有利な契約であり，そ

れと一体となった公的研究費の投入も公共投資

の一般的な収益基準を満たすと言えよう。

そうした効果が見えにくいのは，大学の研究

活動は一見すると基礎的な研究が多く，戦力的

な研究開発活動を実施している企業がそれに着

目し自社の研究開発と補完する位置付けで利用

されるものが多いからである。伝説的なエジソ

ンの発明のような１つの研究成果で１つの新製

品といった事例は，現代のビジネスでは稀なも

のである。それに加えて，研究開発の成果であ

る知識ストックは，常に世界のライバル企業の

挑戦によってスピードの速い陳腐化の運命にさ

らされている。研究開発ストックの陳腐化は，

それに含まれる技術を時代遅れにするような画

期的な新技術によってのみ引き起こされる訳で

はなく，同じ基本技術に基づく改良技術がライ

バル企業によって生み出されることによっても，

元の発明の経済価値は低下し続けるのである。

したがって，新たな研空開発支出を行わずに傍

観しているだけでは，研究開発ストックは陳腐

化によって縮小していき，それは国際競争に後

れをとることを通じて１人当たり所得の低下の

憂き目を見るはずで，こうした事態を回避する

だけでも研究開発面で絶えざる水面下の水かき

が必要なのである。

大学の産学連携の効果を評価する際に，従来

のように特許登録件数やロイヤルティー収入等

の規模にばかり注目が集まると，大学側にもこ

れらの数字を引き上げることばかりに意識が偏

る面があり，それはかえって円滑な産学連携を

阻害する恐れもあるとのいう印象を，複数の企

業の知財担当者，研究開発担当者からのヒアリ

ングから得た。「産学連携で大きなトラブルが

生じた事例は，成果の取り扱いをめぐってであ

る。企業側の独占的実施に対する制約を付けら

れたり，ビジネス慣行にないような金銭的見返

り（不実施補償）などを求められたりすると，

継続的な連携には二の足を踏まざるを得なくな

る」とか，「共同開発に基づく共同特許である

にもかかわらず不実施補償料を求められるのは，

知財部門としては会社の経営層に説明しにく

い」との指摘があった。共同開発の成果が事業

として成功したときの大学への「見返り」の方

法としては，寄付金，研究設備，共同開発の継

続，製品化時の共同開発である旨の言及など，

他の方法が様々あり，「こうした前向きの支払

いの方がまだしも説明しやすい」などといった

意見を聞いた 。

産学連携の方法としては，大学単独で所得し

た特許のライセンシングや有償譲渡などよりも，

共同開発によるものが有効と認識している企業

が多かった。また，その場合の典型的なパター

ンも，まず技術指導から始まり，その段階での

感触を踏まえて共同研究に進むかどうか判断し，

その成果を社内で説明してゴー・サインが出れ

ば共同開発に進むというように段階的な関係の

進展を考えている場合が多かった。大学側にも，

こうした長期的な視点が必要であろう。

他方で，大学単独の研究成果を特許化するこ

とについては，その有効性に懐疑的な意見があ

これらの指摘については，「信州大学の研究費及び

技術移転の経済効果に関する調査研究」の第２部

「産学連携の課題―企業インタビューから」に纏め

ている。
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った。その一つは，特許がビジネス上有用なも

のとなるには，製品化の方向性についてイメー

ジを持った特許の書き方をする必要があり，こ

うしたことは大学単独では難しいのではないか。

また，他社への参入障壁を目的とした特許群を

作るようなことも，大学の研究室には期待でき

にくいのではないか。（「周辺特許を固めるには，

製品化の方向性が見えてないとできない」との

同様な指摘は，他社でもあった。）いま一つに

は，大学の資金力の制約から，独自の特許申請

といっても国内申請に限られ，ワールドワイド

な申請は難しいのではないか。ところが，ビジ

ネスの主戦場がワールドワイドであるにも拘わ

らず，国内申請だけでは意味がないとの指摘が

あった。

このようにビジネス側の認識と大学側の認識

には微妙なずれがあり，そのなかでも産学連携

の方法やその成果の取り扱い方については，本

研究のテーマである産学連携の成果の評価方法

とも密接に関連しており，このような研究も，

産学連携の効果的な枠組み設定の一助となれる

可能性があると言えよう。
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